
 

（令和６年８月更新版） 

個人情報保護法に基づく公表事項 

 

１．個人情報の利用目的 

当組合は、次の利用目的で個人情報を取り扱います。これらの利用目的を変更する場合は、本人に通知又は

ホームページ等に公表します。 

 

 

1．被保険者等に対する保険給付に必要な利用目的 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・被保険者資格の確認、被扶養者の認定並びに各種証の発行管理 

・保険給付及び付加給付の実施 

・番号法に定める利用事務 

【他の事業者等への情報提供を伴う事例】 

・高額療養費及び一部負担金還元金等の支払いにおける口座（事業主）の使用 

・海外療養費に係る翻訳のための外部委託 

・第三者行為に係る損保会社等への求償 

・健保連の高額医療給付の共同事業 

・番号法に定める情報連携 

・被保険者等の資格等のデータ処理の外部委託 

２．保険料の徴収等に必要な利用目的 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・標準報酬月額及び標準賞与額の把握 

・健康保険料、介護保険料、調整保険料の徴収 

３．保健事業に必要な利用目的 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・健康の保持・増進のための健診、保健指導及び健康相談 

・特定健診、保健指導の実施及び受診勧奨 

・健康増進施設（契約保養所等）の開設 

・体育奨励事業の実施 

【他の事業者等への情報提供を伴う事例】 

・特定健診、保健指導の実施状況管理及び国への報告 

・保健指導、健康相談に係る産業医及び保健指導受託業者への委託 

・医療機関への健診の委託 

・健康増進施設(契約保養所等)の開設の委託 

・コラボヘルスの一環である健診結果の事業者への提供 

・被保険者等への医療費通知 
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・機関誌及び健康増進等に関する配付物の発送の委託 

・体育奨励事業に係る傷害保険等への加入 

・健診、特定保健指導及び医療費のデータ分析の委託 

４．診療報酬の審査・支払に必要な利用目的 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・診療報酬明細書（レセプト）等の内容点検・審査 

【審査支払機関への情報提供を伴う事例】 

・オンライン資格確認等システムを利用したレセプト振替のための加入情報の提供 

・オンライン資格確認等システムを利用したレセプト振替のための再審査請求に係る加入者情報の照会 

及び提供 

【他の事業者等への情報提供を伴う事例】 

・レセプトデータの内容点検・審査の委託 

・レセプトデータの電算処理のためのパンチ入力、画像取込み処理の委託 

５．健康保険組合の運営の安定化に必要な利用目的 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・医療費分析・疾病分析 

【他の事業者等への情報提供を伴う事例】 

・医療費分析及び医療費通知に係るデータ処理等の外部委託 

・健康保険組合連合会本部における医療費分析事業への参画 

６．その他 

【健保組合等の内部での利用に係る事例】 

・健保組合の管理運営業務のうち、業務の維持・改善のための基礎資料 

【他の事業者等への情報提供を伴う事例】 

・第三者求償事務において、保険会社・医療機関等への相談又は届出等 

７．特定個人情報 

  番号法第 19条第 7号において定められた他の医療保険者又は行政機関（以下「他機関」 

という。）との情報連携における利用目的 

 【組合の事務処理執行の為、他機関より情報を受ける場合】 

  ・傷病手当金、高額療養費等保険給付審査事務にかかる給付情報等 

  ・高齢受給者負担区分判定等にかかる課税・非課税情報 

  ・被保険者資格取得事務にかかる他機関における資格情報 

  ・被扶養者認定事務にかかる課税・非課税、住民票関係情報等 

  ・保険給付及び任意継続被保険者の保険料の還付の事務にかかる公金受取口座の情報 

 【他機関の事務執行の為、組合が情報を提供する場合】 

  ・高額療養費、出産、葬祭関連給付等、他機関の給付事務にかかる組合における保険 

給付関連情報 

  ・資格取得、被扶養者認定等、他機関の資格確認事務にかかる組合における資格取得、 
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被扶養者資格関連情報 

８．オンライン資格確認等システムの利用に係る利用目的 

【他機関の事務執行の為、組合が情報を提供する場合】 

 ・被保険者等の資格関連情報及び特定健診データの登録 

 ９．当組合の議員に関する情報の利用目的 

・組合会・理事会に関する連絡 

 ・選挙の実施 

 ・研修の実施 

 ・機関誌等への掲載 

 

 ※保有個人データの利用目的は、上表と同一です。 

※個人情報保護法第 21 条第 4 項各号に定める次の場合は、利用目的の通知・公表を行わないことがあります。 

 ⑴利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれ

がある場合 

⑵利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当組合の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

⑶国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、利用目的を

本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

⑷取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

 

２．安全管理措置の内容 

組織的安全管理措置 個人情報取扱責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う職員及び当該職員が取り扱う個

人データの範囲を明確化し、法や組合規程に違反している事実又は兆候を把握した場合の責任者

への緊急連絡体制を整備しています。個人データの取扱状況について、定期的に自己点検を実施す

るとともに、監事による監査を実施しています。 

人的安全管理措置 個人データについての秘密保持に関する事項を就業規則に定める他、個人データの取扱いに関す

る留意事項について、職員に定期的な研修を実施し、その効果を検証し、個人情報保護の施策に生

かしています。 

物理的安全管理措置 個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理及び持ち込む機器等の制限を行うととも

に、権限を有しない者による個人データの閲覧を防止する措置を実施しています。個人データを取

り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するための措置を講じるとともに、事業

所内の移動を含め、当該機器、電子媒体等を持ち運ぶ場合、容易に個人データが判明しないよう措

置を実施しています。 

技術的安全管理措置 個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセスやマルウェア等から保護する仕組

みを導入し、常に見直すとともに、このような情報システムには厳格なアクセス制御を実施して、

担当者及び取り扱う個人情報データベース等の範囲を限定しています。 
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３．保有個人データの開示等の請求に応じる手続及び問い合わせ先 

 当組合が定める要領に基づき、保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正等（訂正・追加・削除）又

は利用停止等（利用停止・消去・第三者提供の停止）の請求に対応します。 

   東京都洋菓子健康保険組合 総務課 

 〒170‐0004 東京都豊島区北大塚２－３４－２２ 

 電話： ０３－３９４９－３００１ 

 

４．保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先 

 東京都洋菓子健康保険組合 総務課 

〒170‐0004 東京都豊島区北大塚２－３４－２２ 

電話： ０３－３９４９－３００１ 

 

５．個人情報の利用にあたっての黙示の同意について 

 ・医療費のお知らせ 

 ・資格情報のお知らせ 

 上記について世帯ごとにまとめて発行又はデータ作成することとしております。これにつきましてご本人

様またはご家族の方から特段の申し出がない場合は、「同意（黙示）」をいただいたものとして世帯ごとにま

とめて発行またはデータを閲覧していただきます。 

 なお、同意されない方、ご相談を希望される方につきましては、下記までご連絡ください。 

 東京都洋菓子健康保険組合 総務課 

〒170‐0004 東京都豊島区北大塚２－３４－２２ 

電話： ０３－３９４９－３００１ 

 


